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婦 人 労 働 と 保 育 問 題
ヨー ロ ッパ4力 国 の動 向
渡 辺 千 壽 子
は じ め に
既婚婦人の就労の増加,な かでも妊娠,出 産 ・育児と密接な関係にある若年既婚層の婦人労
働者の増加傾向は,国 による年代の差こそあれ先進諸国に共通の現象である。その要因として
従来から指摘されている出生率の低下,家 事負担の軽減,教 育水準の向上による就業機会の増
大,パ ー トタイムを可能にする販売 ・サービス等の第三次産業の発展などとともに,西 欧諸国
では同一賃金法 ・雇用平等法などの効果も挙げられている。こうした状況をみる限 りでは,出
産 ・育児期の雇用の中断 ・再就職という従来の婦人雇用のパターンは少しずつ変化しつつある
といえる。 とはいえ,い まだに婦人の就労形態に多 くみられるパー トタイム雇用は,婦 人の属
性としての出産と家庭責任の直接の結果であり,こ れは既婚婦人労働者の増加に伴 ってよりは
っきりしたものとなっている。
既婚婦人の労働力化は男子世帯主の所得に大き く左右され,ま た子どもの数 ・年齢 ・育児 コ
ス トなどに影響をうけることが知 られている。既述の現象は,世 帯主である男子労働者の賃金
では生活が十分まかなえない現状が既婚婦人労働者を激増させているのであるが,な かでも出
産 ・育児期にある婦人が労働力化される場合,母 性と家庭責任,と りわけ子どもの養育につい
ての配慮が最大の問題になって くる。それは個々の家庭が現実にぶつかる問題であるばかりで
な く,社 会の大きな関心事として社会的施策の充実 ・整備を必要とする事柄である。しかしそ










諸国の保育政策はその国の将来への展望の上に立つ多 くの政策 との絡みの上に成 り立 っている
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ものであり,と りわけ婦人労働をいかに考えるかという視点は,実 際上の問題として欠かせぬ
ものとして存在していると思われる。そこで,こ こでは各国の婦人労働の最近の動向とその特









ると,こ の増加の大部分は就学前児童をもつ母親の間で生じている。1975年 現在,18歳 から64
歳の全ての女子の69°0が賃金労働者である。
(21
既婚女子の労働力率は,1950年 の16%か ら1960年 の26%,1975年 の57%と 次第に高 くなって
いる。また,7歳(就 学年齢)以 下の乳幼児をもつ母親の労働力率は1965年 で36.8%,1970年
49,7%,1974年56.7°0,1976年69%と 大き く上舁しており,女 子労働力率上昇の大部分が既婚
(3)
女子,な かでも就学前の児童をもつ母親の間で生じていることがわかる。もっとも,母 親の就
労は子どもの年令が小さいほど低下 し,3歳 ～6歳 の母親では64°0,3歳 未満児の母親では58
%で ある。
(4)
女子が従事している職業は,伝 統的に女子の仕事とされている保健医療,保 育,事 務などが多
く,女 子の70%以 上が約25の職業に集中している。 このように女子は限られた職業で働 く傾向
があり,性 別の職業区分によって労働市場が分断され,二 重構造が顕著であるため,極 端な低
賃金労働者の過半数は女子である。女子の平均賃金は1975年 で男子の69%で ある。スウェーデ
ンではすでに1962年 にILO100号 条約を批准しているが,年 間所得からみる男女間の賃金格
差は依然として大きく,こ れは男女の就業分野のちがいによるところが大きい(製 造業だけに
限っていうなら,男 女の賃金差はもっと小 さい)。 また,女 子は男子に比べるとパー トタイム(5)
で就業する者が非常に多 く,1977年 現在で女子雇用者全体に占める女子パー トタイマーの割合
は45.2°0(同 年男子6%)に のぼる。パー トタイマーの比率の大きいことも,男 女の賃金差を
(6)
大きくしている一因である。
パー トタイム労働は,女 性が家庭責任と職業を両立 させるための一つの妥協の解決法だと多
くの人々が考えている。スウェーデンでは,1960年 代からの深刻な労働力不足のために婦人労
働が必要とされて以来,婦 人労働者は急激な増加を示しているが,と くに最近10年 間のそれは
既述のように若い母親の就労増加によるところが大きい。しかし,パ ー トタイマーの10人の う
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ち9人 までが女子であり,そ の年齢も1970年 代初めまでは大多数が年長者であったのに対し,






へと移行したといえる。 この改正は,働 き手が1人 の家庭と比べて共働き家庭の税を少し減 ら
す結果となり,よ り多 くの既婚女子が労働市場に参加するインセンテ ィヴを与えたとされてい
るが,ス ウェーデ ンの最低税率の高さを考えると,む しろこれは母親のパー トタイム労働の傾
向を強めているといってよいであろう。
女子の労働力参加に影響を及ぼす要因には,子 どもの数 ・年齢,配 偶者の有無,夫 の所得,









1974年 に可決された親保険法は,幼 い子をもつ働 く親のニーズに応えるたあに設けられたも
ので,従 来の母性給付を両親給付に変え,育 児休暇(親 休暇),病 児看護休暇を実施 した。当初,
育児休暇は7カ 月間であったが,数 回にわたる改正の後,1980年7月 以降は産後360日 の親休
暇が認められている。 最初の180日 間は子どもが9カ 月になるまでの間に,全 日休暇又は半 日
休暇の形で利用されなければならない。 残 りの180日 間は子どもが8歳 になるまでに全 日休暇,
半日休暇又 は労働時間短縮の形で利用す ることができる。もっとも,60日 間の産前休暇を利用
できるのは母親に限られており,ま た産後29日 間の親手当は母親に支給されるが,そ の後の期
間については,実 際に子どもの世話をす る方の親に支給される。さらに子どもが18カ 月になる
まで無給休暇をとることもでき,子 どもが8歳 になるまで労働時間を短縮(6時 間労働)す る
こともできる。子どもが病気の時には最高60日 間の看護休暇が与えられる。な右,こ れらは休
暇に先だつ6カ 月間又は過去2年 間に12カ 月間働いていた場合に付与され る。
(7)
育児休暇の中に採り入れられた労働時間短縮の措置は,1970年 代前半を通じて出されていた
要求の具体化されたものである。当初,労 働時間短縮提案の多 くは,全 ての賃金労働者に6時
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間労働を,と いう内容のものであった。女性がパー トタイムで働き,男 性がフルタイムで働 く
のでな く,誰 もが6時 間の労働をすることによって親と子の触れ合いが増 し,両 親はより平等
に家事を分担することができるというのが労働時間短縮を支持する一つの論拠であった。1974
年から1975年 にかけてスウェーデン中央統計局は,社 会の活動と休息の正常な リズム,昼 と夜
の一 日の自然な リズムで流れる生活を送 るのに不便な 「非社会的」労働時間の範囲を示し,午
前7時 から午後6時 の問に分類できない労働時間は 「非社会的」であるとした。中央統計局に




1975年 には,家 族援助委員会が多 くの児童が保育所で長時間をすごしていることに注 目し,
児童の保育時間調査を行なっている。その結果によると,全 児童の半数以上が1日 に少な くと
(9)
も9時 間,5分 の1の 児童は少な くとも10時間を保育所ですごしていた。児童の年齢が幼いほ













委員会は,当 時の育児休暇7カ 月を8カ 月に延長し,同 じ親が最大限7カ 月以上利用するこ
とはできないようにすることを提案した。 これは,給 付を完全に利用しようとすれば,父 親が
この休暇を利用しなければならないことを意味している。また,3歳 未満児をもつ親はこれを
6時 間労働日として利用することもできるとした。この提案は論議をよび,ス ウェーデン労働
組合連合(LO)は,幼 児をもつ親がまず この利益をうけるという考え方に反対 し,そ れは小
さな子のいる親を職場において不利な立場にお くことになると主張した。1976年 の選挙運動で,
与党であった社会民主党は,育 児休暇を12カ 月に延長し,子 どもが8歳 に達するまで休暇取得
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が8歳 に達するまでに9カ 月の休暇を認め,そ のうち最後の3カ 月は両親が平等に休暇を取得
すること,こ れを半 日休暇や6時 間労働としても取得できること,休 暇のうち8カ 月は賃金の
100°0を支給することが決定された。 なお,こ の休暇中の手当に要する財源は雇主85%,国15
00の負担割合で賄われており,1979年 の経費は2億4千 万クローネであった。さらに1980年 か⑱
ら既述の内容が実施 されるようになり現在に至 っている。
(2)イ ギ リス
1951年 から1978年 の間に女子の経済活動率は着実に上昇 し,1978年 には既婚女子の約62°0が
経済活動に従事している(表1)。 これに対して男子及び未婚女子の占める割合は,1961年 以
降低下 している。 これは若年層の教育期間の長期化と高齢者の退職年齢の低下によっている。
労働力人口に占める女子の比率は,1980年 で40%(表2)で あるが,戦 前の典型的女子労働者
が若年未婚であったのに対 し,今 日のそれは既婚中年層で占められている。


























































資 料 出 所:CensusofEnglandandWales,1901-71;OfficeofPopulationCensusand
Serveys,GeneralHouseholdSurvey(1978).
表2労 働力構成(雇 用者及 び失業者)1901-80年 (単 位:00)









































資 料 出 所:CensusofEnglandandWales,1901-1951;OfficeofPopulationCensusand
Surveys,GeneralHouseholdSurvey(1978).
イギ リスが他の3力 国と異なるのは,25～34歳 という若年既婚層とみられる年齢層での女子
労働力率がかなり低 く,35～54歳 という中年層で最 も高い上昇率を示しており,い わゆる二山
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型の,我 国と似た型を示 していることである(図1,表3)。 実際,労 働力構成の最も著しい
変化の一つは,家 庭外の有償雇用につ く中高年既婚女子の増加である。 これは1971年 と1975年






































資 料 出 所:DepartmentofEmployment,Gazette
85,no.6(June1977),p.590.
資料出所:日 本労働協会雑誌
既 婚 女 子 の労 働 力 率 が か な り速 い 上昇 を続 け て い る理 由 と して,労 働 省 は,① 出 生 率 の 低 下,
これ は1965年 に は じ ま った が,1971年 か ら75年 ま で の 間 に人 口1,000人 に対 し11.9ま で25°0だ
け低 下 した。 ② 同 一 賃 金 法,性 差 別 禁 止 法 の 可決 の 中 に反 映 され,ま た これ らの 法 律 に よ り影
響 され て い る婦 人 の有 償 雇 用 に対 す る男女 の態 度 の 変 化 。 ③ パ ー トタイ ム雇 用 の 機 会 の 大 幅 な
増 加,を 挙 げ て い る。1975年 に は労 働 力 の17°0(1971年 に は14°0)が パ ー トタ イム(週 労 働30
(1の
時 間未 満)で 働 いて お り,1971年 よ り ほぼ100万 人 以 上 多 い425万 人 のパ ー トタ イ ム労 働者 が い
た が,そ の大 多数(355万 人)が 女子 で あ り,そ の5分 の4が 既 婚 者 で あ った 。他 方,フ ル タ
イ ム の女 子 労働 者 は1951年 以 後 ほ ぼ安 定 した ま まに 推 移 して お り,し たが って1977年 まで の 全
女 子 労 働力 の 増加 は そ の ほ とん どが パ ー トタ イマ ー の 増 加 に よ る もの と考 え られ る。 女 子 労 働
者 に 占 め るパ ー トタ イ マ ー の比 率 は1977年 で40°0で あ る。
(15)
イギ リス で は,女 子 労 働 者 は産 業 の全 部 門 にわ た って 働 い て い るの で は な く,第 三 次 産 業 の
比 率 が 高 く,な か で も サ ー ビ ス業 の従 事 者 が 非 常 に 多 い の が 特徴 で あ る。 職 業 別 に み る と事 務,
販 売,サ ー ビス,専 門的 ・技 術 的 職 業 の4つ に集 中 して い る。1971年 に は全 女 子 雇 用 者 の4分
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の3は これ らの職業に従事 していた。また製造部門では,女 子雇用者の半数以上が電気機械器
具,衣 服,履 物,織 物,食 品,煙 草製造業で働いている。1971年 には女子パートタイマーの74
00がサービス業で働いていたが,1976年 にはこれは79°0に増加した。同時に,こ の部門でフル
タイムで働 く女子の割合は低下 した。このことは,サ ービス部門における婦人雇用の増加が,
/¥°一 トタイム雇用の比率の増加によっていることを意味している。製造部門におけるパー トタ




年では17.50ポ ンド,男 子平均賃金の14)の 人々は 「非雇用者」とみなされ社会保険制度から
�6)
除外 され るが,女 子パー トタイマーの4入 に1人 はこれ以下の賃金を得ていたので失業給付の
権利をもたず,し たがって失業者とみなされないのである。それでも,1977年 には婦人は6カ
.月から12カ月失業 していた全失業者の4人 に1人 を数えている。


























フ ル タ イ ム
















資 料 出 所:DepartmentofEmployment,
Gazette85,no.10(Oct.
1977),p.1075.
パー トタイム女子労働者の賃金は,フ ルタイムで働 く女子の約半分,男 子の3分 の1以 下で
ある。表5に 挙げた数字に含まれていない内職従事者は,1977年 には週30～40時 間の労働に対




人が職場を去 り,永 久に復帰しないだろうというのが一般に普及 した考え方であった。もちろ
ん,多 くの労働者階級の男子の賃金は家族を養うのに不十分であったので,婦 人の多 くが家計
を補助せざるを得なかったのであるが,大 半は正式の労働市場の外側で多種多様な家庭労働や
季節的 ・臨時的仕事に従事することによってそれを行なったのであった。




親であることの方が,婦 人雇用の最初の中断を生じさせ るのである。しかしながら,こ の中断
表6末 子の年齢別既婚女子雇用率
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表7児 童数別 婦人雇用率1975年(ブ リテ ン)
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資 料 出 所:OfficeofPopulationCensusandSurvey,
GeneralHouseholdSurvey,1975
(London:HMSO,1978),p.100.
期間はより短縮 されつつあり,有 償雇用につ く5歳(義 務教育開始年齢)未 満の子どものいる
母親の数は増加をつづけている。
働 く母親の増加は専 らパー トタイムで働 く者の数の増加によるとみなされる。フルタイムで
働 く,学 令前児童をもつ母親は相変らず5～6%に すぎない。より年長の児童をもつ母親でさ
えパー トタイムで働 く者が多い。母親であることがパー トタイム雇用と大 きな関連をもつ。
5歳 未満の子どもの存在が,婦 人の雇用を最も拘束するけれども,子 どもが学校へ通 うよう
になっても,労 働時間数の制限や雇用の機会を得 ることの制限は引きつづき存在す る。学校の
授業時間はふつ う労働時間より短かい。そのため,1965年 の全国婦人雇用調査によると,パ ー
トタイムで働いていた女子の5分 の2が,パ ー トタイムで働 く理由として子どもに対する責任
を挙げていたし,3分 の1は 授業時間の問だけ働き,13%は 学校の休暇中は雇用に就 くことを
断念 していた。また,9.5°oは父親が家庭にいることのできる時間だけ働いていた。イギ リスで
は,多 くのヨーロッパ諸国と異なり,病 児の看護をするため休暇をとっている親に対 して社会






婦人の家庭責任は,子 どもが成人すると終わるものではなく,病 人の看護 ・老人の介護等,
現実には様々の要因が婦人が雇用につ く可能性に影響を及ぼしているが,そ の最 も大 きなもの
として乳幼児の存在が挙げられるのは確かである。
(3)フ ラ ンス
フ ラ ンス で は,1975年 現 在,15～64歳 の 女 子 労 働 力 率 は43%,そ の殆 どが フル タ イ ム(週 労
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働時間40時 間以上)で 働いている。雇用者総数に占める女子の割合は1979年 で38%で ある。 フ
czo)
ランスの女子労働力率は,①1960年 代以降,女 子全体 としてみるとその増加率は比較的低い。
②しかし,幼 年期の子どもがいると思われる年齢層での労働力率が高い,と いう二点を特徴と
している。
フランスにおける女子の年齢別労働力率を10年前 と比較 してみると図2の 通 りであり,年 齢
別にみて最も高い上昇率を示している層は25～34歳 層であり,こ の層での上昇が顕著である。
図2年 齢別女子労働力率
資料 出所:図1に 同 じ
年 齢別 労 働 力 率 の分 布 の型 は10年 前
に は二 山型 を示 して い たの に対 し,
現 在 は20～24歳 層 を ピー ク に あ とは
下 降 す る一 山型 分 布 を示 して い る こ
とが わ か る。25～29歳 層 及 び30～34
歳 層 の 女子 労 働 力 率 は,1968年 と
1974年 の間 に,そ れ ぞれ52.2°0か ら
61.4%へ,44.6°0か ら55.8°0へ と上
昇 した。 この うち,有 配 偶 女 子 の労(
21)
働 力 率 を子 ど も の年 齢 ・数 と の 関連
で み た の が表8で あ り,子 ど も を も
つ女 子 労 働 力 率 の上 昇 と若 年 既 婚 者
層 の 労 働市 場 へ の参 入 増 加 が うか が
え る。 働 く母 親 の子 ど もは少 な くと






















































































資 料 出 所:Jean-ClaudeDeville,"Activit馭6minineetf馗ondit�,"EconomieetStatistique,1977.
婦 人 労 働 と保 育 問 題91
母親の うち3歳 未満児をもつ者43%,3～6歳 児の母44%,学 齢児童の母48%で ある。
(22)
女子の就業分野は第三次産業で著しく増加しているが,パ ー トタイマーの占める割合は14%




婦人の就労は,子 どもの数 ・年齢 配偶者の有無,保 育サービスの用意などともに,婦 人の




協会の世論調査によれば,世 論の64%が 既婚女子の雇用に賛成し,賛 成回答の比率 は若年層で
⑳




1977年 には,西 ドイツの人口の53%は 女子であった。女子の労働年齢人口(15～60歳)1,700
万人のうち,52°0は 有償活動に従事していたか,あ るいは求職中であった。現在,労 働力人口
に占ある女子の割合は38°0であり,女 子は労働市場で相当大きな重要性をもっている。
(25)
しかし,失 業問題の深 まりとともに婦人労働の奨励よりも抑制に一層関心が寄せ られてきて
おり,伝 統的な家族の役割はこの点で支持され奨励されている。西 ドイツでは1960年 代の経済
成長の著しい時期には,外 国人労働者が積極的に導入された。当初,外 国人労働者を雇用する
ことは,一 時的な経済成長に資本投下を伴わずに対処する一つの便法だと考え られていたが,




く,費 用がかか らないとする政策決定をしたスウェーデ ンとは対照的であるといえる。
過去10年 間ほどの女子労働力率の推移をみると,西 ドイツは女子全体の労働力率がやや下降
した唯一の国である。これは若年層の進学率の上昇を反映して20歳 未満の女子若年者の労働力
率の低下と,老 齢年金の支給開始年齢が60歳 に繰り下げられたこともあって60歳 以上の高年齢
層の低下が著しいためである。しかし,最 近の労働市場の主要な変化は有配偶女子の労働力率
の上昇であり,ま た年齢別分布の型をみると25～34歳 層の上昇が顕著である(表9,図3)。
子どもをもつ母親の労働力率 も上昇 している。だが,幼 い子どものいる母親が働 く比率は非
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図3年 齢別女子労働力率
















常 に 低 く,1976年 に は3歳 未 満 児 の 母
親 の 労 働 力 率 は32°o,3～6歳 児 の 母
親 で は34%,学 童 の い る母 親 で41%と
な って い る。 子 ど もの 数 で み る と,6
㈱
歳 未 満 児 の い る者 の う ち子 供1人 で は
35.8°0,子 供2人 で は25.9%の 労 働 力
率(1977年)で,子 供 数 がふ え る ほ ど働 く母 親 は少 な くな る。 ま た西 ドイ ツで は,女 子 は パ ー
トタ イ ムで 雇 用 され て い る者 の80°01%(上 を 占 めて い る。 労 働 力 人 口 に 占め るパ ー トタ イマ ー の
割 合 は1960年 に は2.9%で あ った が,1975年 に は8.3%に 上 昇 して い る。 男 子 の 場 合 に はパ ー ト
タ イ マ ー の 比率 は この期 間低 い ま ま に推 移 し た が(0.6%か ら0。8%に 上 昇 し た に と ど ま る),女
子 の場 合 に は6.4%か ら21%に 急 上 昇 し た。 幼 い子 ど もを もつ 母 親 の場 合 に は,パ ー トタ イ ム
で働 く者 の 割合 は これ よ り高 くな る。 既 婚 女 子 の労 働 力 率 が 上 昇 して い る と は いえ,多 くの 女
子 が 出産 ・育 児 の 時 期 に は有 償 雇 用 を一 時 的 に あ き ら め るか,パ ー トタ イ ム雇 用 に つ くの が い
ま だ に一 般 的 で あ る とい え よ う。
II保 育 制 度 の 実 情 と 動 向
(1)ス ウェーデン ρ
スウェーデンの保育制度は,3歳 から7歳 までの幼児を対象とする幼稚園と,生 後6カ 月か
ら7歳 までの乳幼児を対象 とする保育所と,放 課後の学童を対象とする余暇ホームから成 り立
っている。 これらは同じ指導目標のもとにチャイル ドセンターとして包括されているところが
多い。大抵のセンター内部に,数 カ月から2歳 半までの乳幼児グループと,そ の他全ての年齢
グループの子どもたちの2つ の小群がある。この型はプログラムづ くりの経験と1972年 の保育
委員会の勧告によって具体化したもので,両 集団は同一の建物の中にあり,相 互作用が可能で
あるが独立 した別個のものであり,乳 幼児集団の方はずっと少人数である。2歳 半から7歳 ま
での年齢統合は,相 互作用のための刺激や機会を提供する上で幼児にとって好ましいとされ,
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年長児はプログラムづ くりの中で幾つかの単独の豊富な経験を与えられている。スウェーデン









一般に午前6時 半か7時 から午後6時 か6時 半まで開設 している。1974年 の労働力調査によれ
ば,就 学前の幼児をもつ母親労働者が全国で417,300人 いたが,働 く母親の子どものうち約6
(28)
万人が公立保育所に,約5万 人が 自治体設置の家庭保育室に入園できたにすぎず,何 らかの形
で保育所を利用できたものは僅か26°oだけであった。残 りの子どもの多 くは,個 人的に保育者
を頼むか,親 戚や隣人に預けるかして,両 親が就労を続けている状態である。保育所に入れな
いため,フ ルタイムの労働に就 くことが不可能になり,パ ー トタイムで働いている母親が22万
人余 りもいる。
しかし,母 親の就労が急増するなかで,ス ウェーデンの児童福祉政策は保育所の増設を重視
し,1966年 にはわずか1万 の保育所定員にすぎなかったのを,1968年 には2万 に,69年 には2
万5千 に,70年 には約3万 に,そ して74年 には約4万 までに増設 されたのであるが,な お保育
所不足の悩みは深刻なものがあった。 学童保育も1968年 には約4,100カ 所であったのを,71年
にはその約2倍 の8,600に 増設したにも拘 らず,ま だまだ増設を要望する声が高かった。
(29)
こうした背景のなかで,1974年 には7歳 から12歳児のための施設計画として,「 子どもの余
暇」とよばれる計画がチャイル ドセンター委員会によって提出され,学 童保育に必要な活動,
物的設備の勧告と,指 導員養成計画の大要などを盛 り込んでいる。また1975年 の秋に成立 した
(30)
就学前教育法は,す べての6歳 児に無償の保育を保障することを地方自治体に義務づけ,身 体
的 ・精神的 ・社会的理由などにより発達のための特別の指導 ・援助の必要のある幼児に対 して
は,6歳 以前から保育所に入園させるよう要求している。
保育所不足に対 しては,政 府は保育所増設を強力に推進し,1976年 から80年の期間に保育所
定員を10万 人分,学 童保育の定員を5万 人分増員することについて,中 央 と地方 自治体 との間
に合意が得られている。1975年 には6カ 月か ら3歳 の乳幼児は,全 就学前児童の38%を 構成 し
1
ているが,保 育所における新たな定員増の4分 の1だ けが3歳 未満児に役立つにすぎない。他
方,3歳 未満児をもつ母親の家庭外就労の増加は,他 の年齢の就学前児童をもつ母親のそれを
しのいでいる。このため保育所増設計画が実施されても保育需要を充たしはしないだろうとい
うことは歴然としており,そ れを上まわる勢いで伸びつづける働 く母親の増加は,保 育所の入




増設目標は,そ の最終期限である1981年 までには到達す ることがむずかしい状況にある。地方
当局は,地 方の財政困難のために保育所増設が遅延 していると説明しているが,保 育所不足は










保育サービスは親保険の基礎の上に計画されているので,多 くの場合,そ れは6カ 月から9
カ月以降の年齢の保育を意味す る。3歳 未満児の保育需要を完全に把握したスウェーデンの資
料 は入手できないが,供 給側からそれを推定す ることはできる。スウェーデンでは3～6歳 児
の保育所増設に全力を注 ぐ一方で,3歳 未満児の適用範囲についても急速な進歩を示している。
表103歳 未満児 の保育1975年 と1977年
保 育 制 度
保 育 所(公 営)
家 庭 保 育(公 営)






















資 料 出 所:S.B.Kamerman&A.J.Kahn,ChildCare,FamilyBenefitandWorkingparents,
1981,p.101.
実際には,ス ウェーデンでは3歳 未満児を特別に切り離して考えていないので,参 考までに
1978年 の0～6歳 児の保育適用範囲を記 してお くと,0～6歳 児総数80万 人のうち保育を受け
ている者 は25万人で,適 用率は32°0である。 これに短時間の保育を含めると,保 育をうけてい
(3D
る6歳 以下の児童は36万5千 人で適用率は47%と なる。保育所の定員数がスウェーデンの統計
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表113～6歳 児の保育適用率1975年
定 員 数 隆 日保 育 睡 間備 船 む
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保 育 所(公 営)
家 庭 保 育(公 営)
家 庭 保 育(民 間)












全 日 保 育 の 合 計 160,000
全 日 ・短 時 間 保 育 の 合 計 275,0001
3～6歳 児 総 数







であるといわれてきたなかで,1966年 の僅か1万 人の定員から,近 年の財政困難な事情の中で
その遅れを取 り戻すべ く達成された数字といえよう。
地方 自治体の運営する保育所には,一 般 に,6カ 月から3歳 までの10～12入 で成る乳幼児部
門と3歳 から7歳 までの15人 の幼児集団がある。勧告されている職員比率は3歳 未満児5入 に
対 して職員2人 であるが,実 際には5人 対1人 に近い。 スウェーデンの自治体277の うち,約





会福祉職員により監督指導を受 け,保 育料 は保育所と同一である。










育所が空き不足のため,そ うした子どもの利用を優先 させてはいるものの,ス ウェーデンの目標
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はそれをこえるものである。建物,設 備,職 員配置,保 育指針などを定めている委員会報告の
中では,「 すべての子どもに,広 範囲にわたる人格の発達と,可 能な最良の機会を与えるとい
う点で親と協力し……児童が知識を探究し行使するのを奨励する」というような目標が述べら
(33)
れている。また,児 童の養育を親と分かちあい,親 が夫婦として市民 としての役割を再定義で
きるよう親の育児を援助するという目的もある。したがって,保 育制度を開かれた施設にしよ
うとする試みがあり,既 述の家庭保育室の子どもの保育所参加もその一例である。つまり保育
所を地域に開放し,そ の地域の子どもたちにも利用させ,さ まざまの子 どもたちの交流をはか
り,ま た地域の親たちの育児経験の交流の場として,専 門職員に対する親たちの相談の場 とし
て活用す るものである。それは,ス ウェーデンの保育制度が単に一定の子どもたちを保育する
制度にとどまらず,相 談,助 言および交流をもつ うじてスウェーデンのすべての子どもたちの
福祉に貢献する制度であろうとする動きとみてよいのではなかろうか。保育所 も家庭保育室 も,




イギ リスの保育制度は文部省の所管に属す る幼児学校と保育学校あるいは保育学級,及 び保
健省の所管に属する保育所,そ れに家庭保育制度から成 り立 っている。その他に,最 近プレイ
グループの運動がさかんである。
幼児学校は5～7歳 あ幼児を対象とする義務教育の学校であり,多 くは初級学校と一緒にな
って初等学校を形成している。保育学校は2～5歳 の幼児を対象 とす るものであり,保 育学級
は3～5歳 の幼児を対象とし幼児学校あるいは初等学校に付設 されている。 これ らは1944年 の
教育令によって,地 方教育当局に対し設置が義務づけられている。







の協力を得て当たる。施設 も,開 く時期も一定ではない。多 くは週数回,1回2～3時 間程度
開 く場合が多い。
イギ リスでは,こ の他,19世 紀後半からフレーベルの影響を受けて開設された幼稚園がある。
これは歴史的な伝統をもつ私立学校につづ く教育機関であり,私 立で,有 料である。
イギ リスの保育政策は1968年 に述べられた 「児童にとって,初 期の,母 親からの長時間の分





展に明瞭にあらわれている。1945年 から1973年 の間にイングランドとウェールズでは,2歳 か
ら5歳 を対象とする幼児教育の定員数は約20万 から40万へと二倍になった。そして親が子ども
たちを通学させたいと思っている3～5歳 の全児童に保育学校を,と いう計画がある。しかし
ながら,保 育学校は半日を原則 として大多数の子どもたちに利用されるもので,そ の拡大は母
親の家庭外労働との関連で考えられているのではな く,母 親の実際的知識 ・技能を補う方法と
して考えられているのである。
これに対して,保 育の仕事はいまだに断固として母親の責任であるとみられている。公立の
保育所の数は1945年 には,戦 時中の拡大を反映して1,300の 保育所にその定員数63,000人 であ
ったのに,1974年 には500の 保育所に25,000人 の定員へと低下 している。1973年 にはグラスゴ
(36)
一だけで5歳 未満の人口はほぼ65 ,000人であったのに対し,ス コットラン ドには僅か69の保育
所に3,350人 の定員があったにすぎない。公営施設の減少と対照的に,民 間の保育所と家庭保
(3の
育はこの間著 しく増加している。1949年 に民間の保育所で保育を受けていた5歳 未満児 は約
7,000人 であったが,1974年 にはその数は36万人をこえている。 また1949年 に家庭保育を毎日
利用していた児童は2,000人 に満たなかったが,1974年 には87,000入 が利用している。この数
(38)字
は,無 認可の家庭保育を含めていないので,か なり少な く見積 られていることは確かである
が,そ れにしても民間のものに圧倒的に依存 していることが明らかである。1975年 には法定の
昼間保育(保 育所 と認可の保育ママ)の3分 の2が,民 間によるものであった。
プレイグループに出席している人数が含まれている1974年 においてさえ,イ ングラン ドとウ
ェールズでは5歳 未満の全児童の約3分 の1(32°o)だ けが,何 らかの形の組織的な家庭外保
育を受けていたにすぎない。 これは保育サービスを利用したいと思っている者の半数である。
利用率は年齢が高 くなるにつれて上昇し,1歳 未満児の4°o,1歳 児の8°o,2歳 児の19%,
3歳 児の47°0,4～5歳 児の72°0となっている。このうち,ほ ぼ半数は教育当局によって運営
(39)
される保育学校,保 育学級に通い(主 として3,4歳 児),残 りのほとんど全てが民間の用意し




もだけを受け入れているところもある。 このことは,国 家が親のいる幼い子の保育を分担す る
ことに乗り気でないことを示している。そのニーズは,主 として民間施設によってみたされ る
か又は幼児教育に分類される施設を利用することによって正当化されるのである。 こうしてみ
ると,イ ギ リスの保育制度は,そ こに公的補助の努力がみられるにしても,多 くは私的努力に
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支えられているといわなければならない。
ハ ント(A.Hunt)は,イ ギ リスの婦人雇用についての調査の中で,5歳 未満児の母親の4
(40)
分の1が,も し保育施設が利用できれば働いているだろうと述べたと報告している。雇用 され
ている母親のうち,0～2歳 児をもつ者の5人 に1人,3～4歳 児をもつ者の6人 に1人 が保
育所を望んでいるが利用できないでいる。学童をもつ母親雇用者の6人 に1人 が学童保育を望
み,4人 に1人 が学校の休 日に子どもたちに対する保育の必要性を述べていた。ハントの概算
では300万 から350万人の定員が保育所,保 育学校,学 童保育に必要とされているが,当 時,イ
ングラン ド,ウ ェールズ,ス コットランドにおいて公式に用意 されている保育制度の総定員数






また,1972年 の教育白書 「教育 一 拡張のわ くぐみ』では,3～5歳 児の全てに幼児教育
(ふつうは半 日)の 機会を保障するという目的を重視しているが,同 じ文部省のもう一つの声
明では,幼 児教育は 「保育施設を用意することの基底にある目的とは明らかに異なっており…












によって失われ る場合を除いては,サ ービスを与えた くないという事実を例証 している。公的
な保育サービスは一般に 「通常の」家庭の保育体系が何 らかの点で欠けるか失敗していること
を前提条件 として提供 される。
したがって,有 償雇用についている大抵の母親は,子 どもの保育を親戚,隣 …入,又 は夫を
頼りにしなければならない。とくに祖母は母親が働 く場合,保 育の重要な責任を担っている。
1974年 の全国調査では,母 親が家庭外労働についている子どもの25°0が祖母によって世話され
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ていた。しかし,ハ ントが1968年 に指摘したように,親 戚,と くに祖母が保育に役立ち得る可




ハン トの調査か らほぼ10年後に行われた 「就学前児童と保育のニーズ」についての調査は,
働
5歳 未満児の母親の3分 の2が,育 児の仕事を他の誰かと分担したいと望んでいることを示し
た。また 「働 く母親の幼児のためのサービス」についての調査は,わ ずか5年 前には11歳未満
(45)
の全児童の4分 の1,5歳 未満児の6分 の1が 有償雇用につ く母親をもって いたのに比べて
(これはハン トが保育施設に対する需要水準を300万 から350万の定員数と見積った5年 後であ
る),1976年 には11歳未満児の5分 の2,5歳 未満児の4分 の1が 働 く母親の子どもであること
を示している(図4,図5)。
図4有 償雇 用 につ く母 親 を もつ0～10歳 児(1971年 と1976年)
1971年:児 童 総数970万 人





この報告は,母 親が職業に就いている5歳 未満児約90万 人の存在と,そ の うち僅か12万 人に
対してだけ政府が全 日又は半 日保育の用意をしていること,雇 用されている母親をもつ5～10
歳児250万 人のうち,誰 に対 しても放課後には事実上何の対策もなされていないことに注 目し
ている。1976年 には,イ ギ リスで保健 ・教育 ・社会サービスに費やされる公的資金のうち僅か
3%が0～4歳 児にあてられ,そ のうちの3分 の1足 らずの額(総 補助金額の1°o)だ けが母
親雇用者に必要とされている型の保育を用意するために用いられたにすぎない。
こうした状況を反映して,多 くの母親が子どもを保育ママに預けている。 ジャクソン(E.
Jackson)は その著の中で,120万 人のイギ リスめ児童が,毎 日,無認可の保育ママに預けられな
(46)
いとも限 らないと述べている。1977年 には全日保育を行なう31,398人 の認可保育ママが70,288
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図5有 償雇 用 につ く母 親 を もつ0～4歳 児(1971年 と1976年)
1971年:児 童 総数440万 人 1976年 児 童総数360万 人
フル タイム雇 用(週30時 間 超)の 母親 を もつ子 ども
パ ー トタ イム雇用(週30時 間以下)の 母親 を もつ 子 ども
雇 用 につ いてい ない母 親 を もつ子 ど も
資 料 出 所:CentralPolicyReviewStaff,56測 ゴ685ノ 加YoungChildrenwithWorkingMothers,
London,HMSO,1978.
より多 くの保育サービス,と くに保育所を用意しないのは,幼 い子の情緒的発達を損わない
ようにとの配慮にもとついているという弁明がしばしばなされる。しかしながら,そ れはむし
ろテ ィザー ド(J.Tizard)が 指摘 しているように,「 幼い子が絶えず自分の母親によって,或












して,タ イムズの記事がこれに賛成の論評をし,そ うした手段が 「もし,そ れがより多 くの婦
人が家庭にとどまることに役立つならば,高 い失業率の時代には,全 く有益であろう」と述べ
(49)
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ているのは興味深い。同様に,公 的に用意される保育所の不足は,母 親が有償雇用につ くこと
を適当に抑制するものと考え られている。現在の雇用を男性のために確保してお くことの必要
と関連づけて,タ イムズに寄せられた投稿には 「高い失業の時に,他 の人がすることの出来る
仕事で働 くために子どもを保育所に預けたり,乳 母に預けることを婦人に奨励するのは全 く筋
が通 らない」という手厳しい意見が寄せ られている。イギ リスの保育政策の領域における無調
(50)





これは母親が働いているか否かを問わず3～6歳 児の95%(2歳 児の32°0)に 保育サービスを
(52)
提供している。また働 く母親の子 どもが通 っている保育学校の相当部分が,正 規の時間の前後
や昼食時間及び学校の休日には追加保育 ・休日保育の手はずを整えている。第二には,保 育学




中産階級の多 くが利用し,18世 紀にはこれが広 く普及している。19世 紀初頭には救貧院や労役
場に付設された養育院の中で集団保育が始まった。保育学校は1880年 代に労働者階級の子ども
を対象としてはじめ られたが,急 速に全階層に広がり,今 では無償で,ほ とんど全ての3～5





公的施策の主な関心は∫児童のためによい保育方法 ・プログラムの発展にあり,論 争の多 く
は制度の拡大についてよりも,ど の種のプログラムが児童の発達にとって最善の環境を提供す
るのかにある。即ち,集 団保育経験か,家 庭に似た代理の母親経験かである。大半のフランス
人は,母 親の就労の有無に関係な く,2歳 以降は子どもの健やかな発達にとって集団経験が不
可欠であると考えており,論 争点は主としてそれより幼い子に関するものである。そのための
経費と費用の分担方法にも政策は影響 される。
フランスの保育制度の主なものは保育所,家 庭保育制度と保育学校であり,保 育所,家 庭保
育制度は保健省,保 育学校は文部省の所管に属する。保育所は3歳 未満児を,保 育学校は3～
5歳 児を対象とするが,実 際には2歳 児の場合は保育所と保育学校に大規模に重複 しあってい
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る。保育学校は定員に余裕があるので,政 策上の問題として2歳 児の入学を許可しているが,







可をうけた保育ママ制度などがあるが,い ずれ も保健省の責任下にある。一般に,フ ランスで
は保育所保育より家庭保育制度が優位であるが,保 育方法の選択には社会階層による好みが明
らかに認められる。低所得層や職業従事層には母親的な保育が重視 されているが,中 流 ・上流
階級は保育所をよ く利用している。1975年 にパ リの保育所にいる子どもの親の職業は,企 業の
経営者1.6°0,管 理職 ・専門..,.r,中 間管理職23.7%,ホ ワイトカラー労働者44%,ブ ルー
カラー労働者7%,そ の他9.2%と 分類されている。 保育学校は全ての社会階層が利用してお
(53)
り,パ リ以外の地域に利用率が高い。 これは一つにはパ リ以外では保育所不足が一層激しいた
めでもある。1975年 における3歳 未満児の保育方法は,表12の ようになっている。
表123歳 未満児の保育方法(1975年)
保 育 方 法 比 率
母 親
親 戚(親 戚の家で)







保 育 学 校














特定地域についての一層詳緇なデータは,パ リを含む地区については表13に 示す通 りで,認
可をうけている範囲は全国平均のものより少し高いが,需 要の方 もこの地域の3歳 未満児の母
親の労働力率の高さに示されるように全国平均より高い。
表12,13を みると判るように,保 育方法のうちで保育所の占める割合はきわめて小さい。何
故,保 育所が少ないのかには,多 くの理由が考えられるであろうが,一 つには,一 般にフラン
スに限らないが3歳 未満児とくに乳児の多 くが保育所より家庭保育を受けている。それは家庭
婦 人 労 働 と 保 育 問 題
表13フ ランスの一地域 における3歳 未満児 の保育方法(1975年)
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いる。児童1人 当り1日 の経費は次第に高 くなりかつ保育方法により多様になっているが,表
14は1970年 の保育経費である。
表14児 童1人 当り1日 の保育経費(単 位:フ ラン)














しか し最 近 で は 保育 所 拡 充 が優 先 順 位 を与 え られ,71年 と74年 に 各1億 フ ラン が社 会 保 障 財
源 か ら配分 され,第 七 次 計 画 で は5年 間 に毎 年 保 育 所 定 員 を5千 人 ず つ増 やす た め の 国家 予 算
が 組 まれ て い る。
働
次 に,保 育 制 度 の各 々に つ い て も う少 し詳 細 に み る こと に した い 。 先 ず,こ の 国 の最 も重 要
な保 育 資 源 で あ る保 育 学 校 は,働 い て い な い 母親 の乳 幼 児 も空 きが あれ ば利 用 で き る。事 実上
全 て の3～5歳 児 が 利 用 で き,2歳 児 も利 用 可 能 で あ る。1975年 に は2歳 児 の27°0が,77年 に
は32%が 保 育 学 校 へ 通 って お り,こ の う ち69°0(1975年)が 働 く母 親 の 子 ど もで あ った 。(第
七 次 計 画 で は1980年 に は2歳 児 の45%に 保 育 学 校 適 用 とい う目標 が立 て られ て い る)。 保 育所
と ちが って保 育 学 校 は無 料 で あ る。 一 週 間 に4日 半 開 か れ(水 曜休 日,土 曜 半 日),ふ つ う一
日に6時 間,午 前8時 半 か9時 か ら11時 半 か12時 まで と,午 後1時 か1時 半 か ら4時 か4時 半
まで 開 い て い る。 働 く親 た ち は労 働 時 間 に合 わ せ るた め,私 立 幼稚 園 に お いて 保 育 学 校 の 開設
時 間 の 前 後 と水 曜 日や食 事 時 間 は追 加 保 育 のた め の 支 払 いを して い る。
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働いていない母親にも利用できるが,統 計の中に入っていないものに,短 時間の私立幼稚園
がある。これは一 日の一部分,週 につき限られた時聞数だけ,あ らかじめ取 り決めの上で利用
されるもので,保 育学校の休日である水曜日などに働 く母親の子どもに利用されることもある。
一度に20人程度の子どもを預かり,週 間200人 に利用されているところもある。
保育所は働 く母親の3歳 未満児を保育している。1975年には939の 保育所があり定員は47,063
名であった。保育所の職員数は歩行のできない子5人 に対して1人,歩 行のできる子8人 に対
して1入 が基準となっている。集団規模は子どもの年齢によって6人 から15人である。保育所













者が,通 常30～40人 の保育ママを監督指導 し,児 童の受け入れを許可し,保 育料を徴収し,保
育ママに支払いをする。地方公共団体の運営する家庭保育にあたる保育ママは,平 均して1.56
人の子どもの保育をし,民 間の認可保育ママは平均2人 の子どもを保育している。
1975年 におけるフランスの家庭外保育対策は,供 給サイ ドか らは次の数字になる。保育所の
(56)
うち,公 営のものが8割 をこえている。
保 育 学 校一3歳 未満児約233,000人
認 可 の 保 育 マ マ 約10万 人が約215,000人 の子 どもを保育
無認可の 保 育 マ マー 約10万 人が約250,000入 の子どもを保育
地方公共団体運営の一343の 行政単位に組織 された14,402人 の保育ママが21,856人 の子 ど
家庭保育 もを保育
保'育 所一939の 保育所に47,063人 の定員
小 規 模 保 育 所一 適用範囲はとるに足 りない
短時間の私立幼稚園..か 所がさまざまな子どもをパー トタイムで保育
民間の保育ママを除いて,他 の保育形態は直接的にかなり豊富に補助金を受けている。保育利
用者にとって,最 近まで,保 育ママが最も高 くつ く保育形態であったが,現 在は保育所の方が






フランスの出産休暇は現在,第 一子,第 二子に16週 間,第 三子以降は26週間である。第一子,







全国の保育所の半数がパ リ地域にあり,保 育所が全 くない郡が9つ もある。パ リ以外の地域
で保育学校の利用率が高いのは,一 つ にはそれ以外 に手段がないからでもある。 第七次計画
(1976～1980)は,家 庭保育に25,000人 と保育所に25,000人 の定員増を,保 育学校に3歳 未満
児の45%利 用を可能にすることを要求している。 しかし保育所 と家庭保育は保健行政システム,
保育学校は教育行政システムの中にあることから,相 互連絡のなさ,競 合,混 乱などの問題が
生じており,行 政機構の一元化という問題にも取組む必要がある。
(4)西 ドイ ツ
西 ドイ ツ の 出生 率 は近 年 大 き く低 下 して お り,3歳 未 満 児数 も著 し く減 少 し て い る。 外 国 人
労 働 者 の間 に生 まれ た100万 人 を こえ る子 ど も た ち を含 ま な けれ ば,そ れ らは 一 層 の低 下 を 示
す こと に な ろ う。
表15出 生率の推移(1950-75年)表163歳 未満児数(1965-75年)単 位:万 人





















内 ドイ ツ 入250
181(58)
内 ドイ ツ 人150
資 料 出所:StatistischesJahrbuch(Bonn資 料 出所:表10に 同 じ
StatistischesBundesant,1976),p.67.
既述のように女子(既 婚女子も含めて)の 労働力が特に低いわけではない。そして出生率は
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大層低い。それにもかかわらず積極的に家庭外保育を拡大しようとする公的努力はほとんどな
されていない。3歳 以上の子どもが施設保育を受ける機会は最近ではかなり増えてきており,
1970年 には3～5歳 児の僅か3分 の1が 幼稚園に通っていたが,1976年 にはその数はほぼ70°0
に達 している。しかし,幼 稚園にい く子どもの割合が上昇したことすら,公 的な努力が前進し
た確かな指標としてよりも,む しろ出生率の低下によって3～5歳 児の絶対数が1970年 当時よ
り大幅に減少したという事実に大いに原因しているのである。一方,乳 幼児に対する保育のた
めの組織的対策は存在 しない。1972年 には,わ ずかに600の 保育所に約19,000人 の定員があっ
たにすぎず,3歳 未満児のわずか1%未 満が家庭外で公式の昼間保育を受けることができただ
けであった。1975年 でも家庭外保育は,保 育所以外の方法も含あても3歳 未満児の5%足 らず
㈱
一 働 く母親の3歳 未満児の15%以 下一 にしか適用されていない。
家族に対するこの国の伝統的な態度,失 業や低い出生率への関心,経 済状態などを考えると,
西 ドイツの政策は児童手当,保 健サービス,住 宅援助によって家族を補強し,母 親は育児 と主
婦の役割で家庭にいることを奨励するということになるであろうか。出産休暇は最近7カ 月半
(産後は6カ 月)に 延長され,ま た看護休暇も5日 間認められるようになった。これらは働 く
女性への重要な援助であるが,出 産休暇終了後に職業にもどる時に得られる保育サービスは極








般に有料であり,親 の所得に応 じて保育料が徴収され る。通常は3歳 の年齢区分を境に保育所
と幼稚園に制度が分かれるが,出 生率の低下と幼稚園の空 きが指摘され る西 ドイツでは,事 実
上幼稚園は2歳 児の受入れを発展させてきている。1977年 には3歳 未満児の3.1°oが幼稚園を
利用し,1.5%が 保育所を利用していた。 今や幼稚園は3歳 未満児に対する西 ドイツの集団保
(59)
育の発展において,統 計上は保育所以上に重要なものである。幼稚園は一般に午前8時 から午
後1時 まで開設されているが,次 第に多 くの幼稚園が一日保育を始めており,必 要ならば午後
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率や関連資料の不足,起 っている現実を直視しないといった傾向がみられる。
働 く母親の子どもの保育方法を示す表17は,二 重 ・三重保育の利用を慎重 に扱っていないの



























計 108 108 108
資料 出所:表10に 同じ。
1975年 には約180万 人の3歳 未満児のうち3分 の1(約541,000人)が 働 く母親の子どもであ
ったので,保 育所 ・家庭保育(無 認可の保育ママを含む)の 適用率9%は 保育所に21,640人 の
児童(4%),認 可 ・無認可の家庭保育に27,050人(5°o)の 児童という計算になる。 このうち
保育所の総計は全国的な保育所の定員総数 とほぼ一致す るので,そ れは働 く母親の子どもの保
育所利用の事実上の限界を示しているといえる。 しかしなが ら,家 庭保育については無認可の
家庭保育がどれだけ存在するか,働 く母親以外にどの程度利用されているかは知られていない。
施設調査はこれより幾らか正確なものを提供して くれる。829の 保育所に24,251人 の定員が
(60)
ある(こ れと対照的に23,310の 幼稚園には3～5歳 児のために150万 人分の席が確保されてお
り,こ のうち2,376の 幼稚園は時間外保育 も行なっている)。3歳 未満児総数に対する保育所
定員を考えると,1.3°0の 適用率になる。この総定員のうち8,160は ベルリンに,3,240は ハン
ブルグにある。ババ リア州の保育所総定員の半分の3,630を 有するミユンヘン市は,人 口の点
ではこの州の10°0を占めるにすぎない。保育所は地域によって大層偏在しており,ほ とんど全
てが大都市に所在 している。保育所は半日保育と一日保育の両方を行なっている。保育所の平
均定員は36.5人,集 団規模は1歳 未満6～10人,1歳7～12人,2歳8～15人 の範囲にわたっ
ている。児童対職員の比率はほぼ6対1で ある。
保育所の73%が 州や市,地 方によって運営され,22°0が 民間社会福祉団体によって.5%が
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産業(と くに病院)に よって運営されている。保育所は公的扶助の伝統と関連があり,州 は母
子家庭とか共働 き家庭,放 任されている子どもなどの場合のように,家 族が対処できない時だ
けの方法とみなしており,利 用者の家庭の大半は低所得層,外 国人労働者,単 親家庭である。
保育所の地位を象徴しているのは,幼 稚園では子どもの社会化,発 達を促すという任務が述べ
られているのに対して,保 育所に対しては何 らそうした方策がとられていないという事実であ





1977年 の調査によると,3歳 未満児の母親の約3割 が働いており,こ のうち40°oがパー トタ・
イムである。パー トタイム雇用につ く者の割合は女性全体でみるよりも極めて高い。西 ドイツ
では保育所よりも幼稚園を利用する3歳 未満児の方が多いのであるが,幼 稚園の開設時間が延
びつつあるとはいえ,ま だ半数は完全に半 日に限られている。 このことは祖父母や親戚による






















表19子 ども1000人 あた り利用
しうる保育所 と幼稚園

















未満児に対する適用率 は,保 育所1.5%,幼 稚園3.1°o,家 庭保育2.0°0,計6.6%と なり,働 く
母親の子供に関しては保育所4.8°o,幼 稚園5.0%,家 庭保育5.0%,計14.8%と なる。一般に
(61)
子どもが小さいほど家庭保育を利用する者が多い。実際には多 くの家庭が保育ニーズを第一次
集団の内部で充たすか,又 はここに報告されていない方法で広 く市場において私的 とりきめに
よって充たしつづけているのである。広範な無認可の家庭保育が存在す るものと思われ るが,
個人的になされるそうした方法が現実にどの程度存在 し,機 能 しているのかを知 り得 るデータ
はないし,ほ とんど把握されることができていない。家庭保育の優先,非 常に限 られた保育所
・家庭保育の利用範囲,保 育所の保育内容を高めるプログラムの殆 どないこと,公 的対策の貧
困者や外国人労働者への集中などは,保 育サービスに汚名をきせることにす らなりかねない。
婦 人 労 働 と保 育 問 題109
1974年 に連邦政府がより広範な保育方法を探究する決定をし,実験的事業としてTagesm�ter
事業(働 く母親の幾人かの子どもを預かる保育ママの試み)を 始めたのは,保 育所の拡大を避
け,よ り多 くの人口の保育所利用を避けようとする基本的意図の反映とみられている。 これは
他の国々の公営の家庭保育に似ている。保育者の資質の向上と十分な収入,公 的機関の援助が
強調されているが,そ のす ぐれた目的にもかかわらず250の 連邦事業は所得調査により利用者
の資格を制限し,保 育所や従来の家庭保育と同様に,貧 しく恵まれない家庭に奉仕する形で具
体化された。 この事業にはごく少数の子 どもしか含まれていないが,経 済情勢の悪化する中で,
家庭外保育を増強し幼い子の母親に働 くことを奨励するものと攻撃を受け,世 論も批判的であ
ったので,西 ドイッでは公式の家庭外保育が広範な規模で実施 され るという可能性はほとんど
ないであろうと思われる。
先導的試みがないわけでな く,或 る州の小規模保育所は乳児2人,1～3歳 児4人,3～6
歳児9人 から成る15人の集団をつ くり,子 ども同志の相互作用を重視し,認 識力の成長,社 会
的 ・情緒的発達や観察能力を重視 したカ リキュラムがある。また親との共同保育所や,保 育所,
幼稚園,学 童保育を一つの場所に一緒にした就学前センターという大きな存在に結びつけよう























が残 っている。より多 くの保育所が必要とされている状況にあり,現 在各種の保育制度のかな
りの拡充が計画 されている。西 ドイツとイギ リスは,婦 人の労働力率 と保育適用率を他のニカ










また,保 育の問題は,家 族についてのイデオロギーとも結びついている。もし,親 の十分な
保育が得 られないならば,用 意されるサービスは親のようなものであるべきだとされ るかどう
かは,保 育所と家庭保育制度のどちらが重視 されるかという結果となってあらわれる。西 ドイ
ツの政策は,母 親が家庭にとどまることを望んでおり,社 会福祉サービスとして恵まれない子
どもに対す る保育を除いては,広 汎な保育所計画も家庭保育も用意されていない。が,積 極的
政策の欠如に対する市場の対応として,か なり多 くの無認可の家庭保育が存在するが実情は把
握されていない。イギ リスも同様の事情にあり,母 親の家庭責任を明確に打ち出す ことで公的
施策の遅れが著 しい。西 ドイツとの相違は認可の家庭保育が或る程度利用しうること(勿 論そ
れ以上に膨大な無認可の家庭保育が存在するが),公 立保育所の占める割合が著し く少な く圧
倒的に民間に依存 している点である。さらに失業率の高さが,公 的施策の推進をはばむ大 きな
要因ともなっている点が挙げられ る。また両国とも幼稚園,保 育学校と保育所の役割に一線を
画し,厳 格な区別をしているように思われ る。スウェーデンでは1960年 代までは最も広範囲に
わたる保育の用意は家庭保育であった。その後,政 策の重要部分として保育所を位置づけ,増
設目標が設けられた結果,今 では地方 自治体の行なう家庭保育 と保育所ではほぼ互格の用意が
なされている。公的補助金も余 りちがわず,保 育料 も同じである。だが自治体の対策がニーズ
に応じきれていないので,依 然として民間の家庭保育が広範囲に及んでいる。スウェーデンと
イギ リスの場合と くに女子労働者に占めるパー トタイマーの比率の著 しく高いことも,保 育施
設の不足に耐え得る一因となっていよう。しかし,ス ウェーデンの場合の公的努力と比べ ると
イギ リスは民間に対する依存度が高 く,保 育に対する国の姿勢が消極的であるように思える。
婦 入 労 働 と保 育 問 題111
他方で育児のための休暇 ・手当を保障するという試みも労働時間短縮の試みもない。したがつ
て婦人労働の抑制と母親の役割 ・家庭責任の強調がうかがわれ る。スウェーデンの大きな特徴
は親の役割 ・責任を父母で平等に分担しようとす る姿勢であろう。父親 も含めた育児休暇,病
児看護休暇,保 育への両親参加 といった対策の中にそれが反映されている。今後も保育所の増
設計画はあるが,単 にそうした一方向にだけ進むことには反対意見もあり,ハ ンガ リー型の育
児手当支持論も近年はますます多 くなっている。婦人のパー トタイム労働は過渡的段階として
ではな く,望 ましいこととして言及 されてもいるし,子 どもが8歳 になるまで親の労働時間短








足し,そ の物的環境がどれだけ乏しくても,ど れほど保育者に教育がな くても,家 庭に似てい
るものを受け入れ る。彼らにとっては保育時間がきまっていることや,入 所申請を要 したり親
の参加が要求されることなどが,親 の経験 と異質なもので手に負えないのである。また高額所











3歳 未満児を1人 以上もつ働 く母親についての西 ドイツの調査(1975年)で は,大 多数の母
親が現在利用している保育方法に不満なしと報告しているが,そ こには多少の差があり,肯 定
的報告の多い順位は,親 戚による保育を除いて,第 一に隣…人,次 に家庭内でのベビーシッター
であり,家 庭保育と保育所は余 り利用されていないが同じ位置を占めていた。代わりの手毅と
して望むものは,現 金手当33%,パ ー トタイム労働への変更33°o,家 庭保育28%,保 育所20°o
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であった。
一般に,現 在利用している方法を好むと述べる親が多いが,西 ドイツやイギ リスでは公立の
保育所の利用はごく一部の者に限定されており,働 く母親の子どもが広 く利用できるようにな
っていないので,選択の範囲が限 られてしまっている。西 ドイツでは,しばらくの間,家庭保育 は
「家庭環境に最 も類似した保育方法」と考えられていた。公的に監督 ・指導され るTagesm�ter
の試みが,児 童の発達の点で成果を挙げていることが示されれば,連 邦政府はこれに補助金を
出し制度が拡大したであろうと思われ るのだが,経 済状勢が変化するにつれて財源の問題や,




払われており,専 門家による監督 ・指導 と養成課程がある。保育ママは週に数回,又 は一 日に
幾時間かは交替者を得て,保 育所の環境に触れ ることにより集団保育の経験を得ることを任務
とするという試みもある。フランスでも,公 的に運営 される家庭保育室の保育ママはその自治
体の職員であり,指 導者の下で監督 ・指導を受ける。保育ママの訓練を強化し,保 育所との一
層の協力 も可能である。一般に,ス タッフの多 くは熟練して くると民間の認可保育ママとして
働 くことを許される。
一つのシステムの中に,保 育所 と家庭保育の両方の要素をもたせることも考え られる。将来
的には自宅で祖母が孫の世話をするという形態は,ま すます少な くなって くるであろうし,家
事育児の援助をする家庭内の使用人も減少するであろう。 したが って,保 育ママは多 くの婦人
が家庭を外に有償雇用につ く現実の中では,発 展の可能性は乏しい。 こうした点からは集団保
育,保 育所が典型的で平均的な保育の方法になるだろうと予想されるが,公 的な運営下におか
れ る家庭保育が継続する場合 には,豊 かな経験をもつ専 門化された保育資源と して特別の役
割,た とえば集団に入ることが余りにも困難であると思われる虚弱児や,そ の他特別な個別的
ニーズをもつ児童に役立つことが可能であろう。両制度の最 もよい利用法を計画す ることは,
同一の行政,家 庭保育ママの専門職業化の強化,厳 格な認可,運 営の一本化によって進め られ
よう。
お わ り に
大抵の資本主義諸国における保育政策の最も目立つ面は,施 策の不備 ・不足 という状況であ
り,労 働者家族の保育要求を満たし得ていない保育制度の現状である。保育の用意に対す る要
求が云々される時には,常 に需要は現実に供給されるサービスよりもはるかに大 きい。
多 くの国が,一 方では伝統的な性別役割分担の原則に基づき,婦 人は家事 ・育児の担い手 と
して家庭にとどまることを提唱し,他 方では婦人の賃労働化を促進 している。婦人は家庭責任












偶婦人(さ らには婦人一般)に 要請されている労働の性質を如実に物語 っているものである。つ
まりは保育の社会化自体が,社会の非労働力を労働力化し,それによる低賃金基盤や低労働条件

















必要であるが,育 児休暇,労 働時間短縮等労働の場での施策 との連携が何より重要である。そ
の点では,考 察を試みた4力 国のうち,ま だ保育施設は十分でないとはいえ,ス ウェーデンの
親休暇,労 働時間短縮は子どものニーズに応えるだけでな く,親 が職業と家庭の両方の権利 ・
義務を遂行するためにも,社 会が特別な用意をする必要が あるとみなしている点で他に一歩先






場の要請といった要因の背後にその国の社会の家族 イデオpギ ー,婦 人観が強 く作用 している
のではないかと考えさせ られ る面があった。それらを国民性のちがい,文 化の相違 といって し











パ ー トタイ ム は週 当 り労 働 時間35時 間 未 満 と定 義 され て い る。
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